
 

 

第４８号議案 

 

 

 

令和６年度新宮町公共下水道事業会計補正予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令

和６年度新宮町公共下水道事業会計補正予算を提出する。 

 

  令和６年６月５日 

 

                    新宮町長  桐 島 光 昭 

 

 

 



（総則）

第 １ 条

（収益的収入及び支出）

第 ２ 条

下水道事業収益

下水道事業費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ３ 条

千円 936,947

△ 4,158 千円

千円

397,971 千円第２項 営 業 外 収 益 398,161

952,915 千円

千円

△ 4,158

支 出

（　　科　　　　目　　）

△ 190

第１款 941,105

千円 △ 190

令和６年度新宮町公共下水道事業会計補正予算（第１号）

　予算第１０条に定めた経費の金額を、次のとおり補正する。

856,250 千円

収 入

第１款 953,105 千円

千円

56,570 千円

第１項

千円△ 3,963

営 業 費 用 860,408 千円

52,607 千円

（ 科 目 ） （ 既 決 予算 額） （ 補 正 予算 額）

及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（　既決予算額　）

（ 計 ）

（１） 職 員 給 与 費

令和６年度新宮町公共下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

千円

（　補正予算額　） （　　　　計　　　　）

令和６年度公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入
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（単位：千円）

既決予算額 補正予算額 計

１ 下水道事業収益 953,105 △ 190 952,915

２ 営 業 外 収 益 398,161 △ 190 397,971

２ 補 助 金 119,176 △ 190 118,986

（単位：千円）

既決予算額 補正予算額 計

１ 下水道事業費用 941,105 △ 4,158 936,947

１ 営 業 費 用 860,408 △ 4,158 856,250

４ 総 係 費 70,910 △ 4,158 66,752

支　　　　　出

款 項 目

令和６年度新宮町公共下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収         入

款 項 目
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（税抜き、単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 10,049

減価償却費 460,194

賞与等引当金の増減額 98

貸倒引当金の増減額 △ 41

長期前受金戻入額 △ 277,876

過年度損益修正益 0

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 70,695

固定資産除却費 2

過年度損益修正損 1

貯蔵品の増減額 0

有形固定資産売却損 0

未収金の増減額 △ 18,679

預り金の増減額 0

未払金の増減額 △ 124,448

前払金の増減額 0

その他流動資産の増減額 0

小　　計 119,994

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 70,695

業務活動によるキャッシュ・フロー 49,300

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 532,037

無形固定資産の取得による支出 △ 63,063

国庫補助金による収入 221,594

受益者負担金による収入 6,926

固定資産売却による収入 0

他会計からの繰入金による収入 27,012

他会計からの出資金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 339,568

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 398,906

企業債の償還による支出 △ 275,884

財務活動によるキャッシュ・フロー 123,022

資金増加額 △ 167,246

資金期首残高 447,309

資金期末残高 280,063

令和６年度公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）
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１

給　与　費　明　細　書
総　　　括

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員 (     1     )
8 7

資本勘定支弁職員 (           )
114 23,683 17,194 40,991

合　　　　計 (     1     )
8 7 114 23,683 17,194 40,991

補
正
前

損益勘定支弁職員 (     1     )
8 8

資本勘定支弁職員 (           )
114 25,794 18,997 44,905

合　　　　計 (     1     )
8 8 114 25,794 18,997 44,905

比
較

損益勘定支弁職員 (        )
0 △1 

資本勘定支弁職員 (           )
0 △ 2,111 △ 1,803 △ 3,914

合　　　　計 (        )
0 △1 0 △ 2,111 △ 1,803 △ 3,914

区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考
（千円） （千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

8,889 49,880 県市町村職員退職手当組合負担金 2,727 千円

8,889 49,880

補
正
前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

8,938 53,843 県市町村職員退職手当組合負担金 2,727 千円

8,938 53,843

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

△ 49 △ 3,963

（千円） （千円）

△ 49 △ 3,963

（千円）

0 3,387 411

注）　（　　）内は、短時間勤務職員を外書き。

手 当 の
内 訳

区　　分
扶養手当 地域手当 管理職手当 時間外勤務手当

0

補正前 1,254 1,624 0

（千円）

3,387

補正後 1,218 1,495

手 当 の
内 訳

区　　分
住居手当 特殊勤務手当

比　較 △ 36 △ 129

補正後 978

期末手当 勤勉手当 管理職員特別勤務手当

（千円） （千円） （千円）

5,420

（千円） （千円）

4,285 0

4,756 0

△ 471 0

△ 2510

662

（千円）
通勤手当

6,000補正前 1,314

比　較 △ 336 △ 580
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ア 会計年度任用職員以外の職員

注）　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係わる職員を
　　含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載。
注）　（　　）内は、短時間勤務職員を外書き。

比　較 △ 336 △ 580 △ 471 0

補正前 1,314 6,000 4,756 0

補正後 978 5,420 4,285 0

管理職員特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
手 当 の
内 訳

区　　分 住居手当 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当

比　較 △ 36 △ 129 0 0 △ 251

補正前 1,254 1,624 0 3,387 662

補正後 1,218 1,495 0 3,387 411

時間外勤務手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 の
内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当

△ 49 △ 3,963合　　　　計

△ 49 △ 3,963

8,938 53,843

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

県市町村職員退職手当組合負担金 2,727 千円

資本勘定支弁職員
補
正
前

損益勘定支弁職員 8,938 53,843

合　　　　計 8,889 49,880

8,889 49,880 県市町村職員退職手当組合負担金 2,727 千円補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考
（千円） （千円）

0 △ 1 0 △ 2,111 △ 1,803 △ 3,914合　　　　計

資本勘定支弁職員

0 △ 1 0 △ 2,111 △ 1,803 △ 3,914

8 8 114 25,794 18,997 44,905

8 8 114 25,794 18,997 44,905

114 23,683 17,194 40,991

補
正
前

損益勘定支弁職員

合　　　　計 8 7

8 7 114 23,683 17,194補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

（人） （人） （千円） （千円） （千円）
計

（千円）
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

40,991

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費
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イ 会計年度任用職員

その他の増減分 △ 1,803 異動等に伴う減

その他の増減分 △ 2,111 異動等に伴う減

手　　当 △ 1,803 制度改正に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　明 備　考

給　　料 △ 2,111 給与改正に伴う増減分 0

注）　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係わる職員を含む。）で
　　予算の積算の基礎となったものについて記載。
注）　（　　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時
　　勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位　：　千円）

比　較

補正前

補正後

期末手当 勤勉手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0

手 当 の
内 訳

区　　分 地域手当 時間外勤務手当 通勤手当

合　　　　計

資本勘定支弁職員
比
較

損益勘定支弁職員 0 0

合　　　　計

県市町村職員退職手当組合負担金 千円補
正
前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0 0合　　　　計

0 0 県市町村職員退職手当組合負担金 千円

（千円） （千円）
区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0 0 0 0合　　　　計 (     0     )

0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員 (     0     )

資本勘定支弁職員 (           )

合　　　　計 (     1     )

補
正
前

損益勘定支弁職員 (     1     )

資本勘定支弁職員 (           )

0 0 0合　　　　計 (     1     )

0 0 0補
正
後

損益勘定支弁職員 (     1     )

資本勘定支弁職員 (           )

手　　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料
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１ 下水道事業収益 953,105 △ 190 952,915

２ 営業外収益 398,161 △ 190 397,971

２ 補 助 金 119,176 △ 190 118,986

１ 下水道事業費用 941,105 △ 4,158 936,947

１ 営 業 費 用 860,408 △ 4,158 856,250

４ 総 係 費 70,910 △ 4,158 66,752

補正予算額 計

補正予算額 計

新　宮　町　公　共　下　水　道　事　業　
収益的収入及び支出

収　　　　　入

款 項 目 既決予算額

支　　　　　出

款 項 目 既決予算額
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（単位　：　千円）

区　　分 金　　額

他 会 計 補 助 金 △ 190 児童手当補助金の減

（単位　：　千円）

区　　分 金　　額

給 料 △ 2,111 給料の減

扶養手当の減 △ 36
手 当 △ 1,721 地域手当の減 △ 129

通勤手当の減 △ 251
住居手当の減 △ 336
児童手当の減 △ 190
期末手当の減 △ 427
勤勉手当の減 △ 352

△ 321 賞与等引当金繰入額の減

△ 5 報酬の減

会　計　補　正　予　算　説　明　書

節
説　　　　　　明

賞 与 引 当 金
繰 入 額

節
説　　　　　　明

報 酬
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